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「消防救急⾞の代替搬送⼿段における病院救急⾞の活⽤に資する研究」 

 
総括研究報告書 

研究代表者 伊藤 重彦 北九州市⽴⼋幡病院 救命救急センター 
 

要旨 
（⽬的）転院搬送における消防救急⾞の適正利⽤を⽬的に、消防救急⾞に代わる患者搬
送⼿段として、病院に属する救急救命⼠（以下、病院救命⼠）が病院救急⾞に搭乗して
患者搬送業務を⾏う、緊急⾛⾏しない緩やかな救急搬送システムの研究を⾏った。 
（⽅法）転院搬送における消防救急⾞以外の代替搬送⼿段として、病院救急⾞の活⽤を
推進するため、７つの分担研究を⾏い、病院救急⾞の活⽤における課題の分析と解決に
向けた検討を⾏った。 
（結果）代替搬送を担う病院救急⾞に搭乗する病院救命⼠が、現場及び患者搬送中の⾞
内で実施できる救急救命処置範囲を地域救急業務メディカルコントロール（MC）協議
会（以下、地域 MC 協議会）のもとで定め、病院救命⼠が搭乗する低緊急患者を対象
とした患者搬送業務において、オンライン MC 体制下の救急救命処置実施体制を構築
した。病院救急⾞の活⽤が進まない病院側の要因として、①運⽤に掛かる経費負担、②
事故等への責任と保障の負担、③患者搬送業務への医師、看護師の出務負担等が挙げら
れた。病院⾞を保有する病院の負担軽減策として、診療報酬上の加算、⾃治体による必
要経費等の⽀援を求める意⾒が多かった。 
（結語）緊急度が低い、病状の安定した患者搬送業務において、消防機関以外の救急救
命⼠が現場及び搬送⾞内で⾏う救急救命処置に対する新たな MC 体制を確⽴した。 
病院救急⾞の活⽤促進には、病院救急⾞を運⽤する病院側負担への⽀援策の検討が急務
である。 
 本研究成果として、働き⽅改⾰の観点から、病院救命⼠の活⽤は患者搬送業務におけ
る医師、看護師の負担を軽減し、消防救急⾞の適正使⽤による消防職員の労働環境改善
にも繋がると考えられた。 

 
 

Ａ．背景・⽬的 
 Ｈ29 年版救急・救助の現況報告による
と、全国の消防救急⾞による転院搬送件
数は総搬送件数の 8.4％（Ｈ28 年中）で
ある 1）。そのため、平成 28 年 3 ⽉、消
防庁次⻑及び厚⽣労働省医政局⻑の連名
により、転院搬送における救急⾞の適正
利⽤の推進に関する通知が出された２）。
転院搬送においては、消防救急⾞の代替 

 
 
搬送⼿段として、医師、看護師の同乗が
可能で、⼀定程度の医療資機材を積載し 
ている病院救急⾞の活⽤が期待されてい
るが、実際には病院救急⾞を保有する病 
院と特別の関係にある病院や施設間の搬
送、あるいは専⾨治療のための転院搬送
などに限定して活⽤されている。病院救 
急⾞の活⽤が進まない要因としては、病
院救急⾞を運⽤する病院側の負担（⾞両 
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の経費と 算 、医師・看護師同乗
の負担）、患者搬送中の事故や患者急

の責任と保障等の課題が挙げられる
が、解決策や は されていない。 
そ で 、転院搬送における消防救急

⾞の適正利⽤を⽬的に、消防救急⾞に代
わる患者搬送⼿段として、病院救命⼠が
病院救急⾞に搭乗して患者搬送業務を⾏
う、緊急⾛⾏しない、緩やかな救急搬送
システム ）の研究を⾏った。患者搬送
中の安全 を確保するため、消防機関に
属する救急救命⼠（以下、消防救命⼠）
以外の救急救命⼠の現場及び患者搬送中
の⾞内で実施する救急救命処置に対し、
地域 MC 協議会による新たな MC 体制を
確⽴する ととした。また、 デル地
で病院救命⼠が搭乗する病院救急⾞によ
る患者搬送業務の 運⽤を⾏い、新
に消防救急⾞以外の代替搬送⼿段を活⽤
したいと考える地域の 考となるような

を 成する ととした。⽬ 成に
必要な ⽬を表 に す。 

表 ．⽬ に必要な ⽬ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本研究成果により、消防機関以外に属
する救急救命⼠の活 の場を すると
同 に、医師、看護師の患者搬送業務に
対する負担軽減、転院搬送件数の減 に
よる消防機関職員の負担軽減に繋がる
とから、国が進める働き改⾰の⼀助にな
る とが期待される。 

）緊急⾛⾏しない、緩やかな救急搬送
システムとは、地域医師会、地域 MC 協
議会、関係⾏政機関をは め、地域 括

システムに関わる多職 、関係 体
が連 する とにより、消防救急⾞以外
の患者等搬送⾞を地域で有 活⽤する患
者搬送システムを す。 
 

．対象・⽅法 
 病院救急⾞の活⽤促進に向けた研究⼿

を に す。また、本研究の⽬的
成のために⾏った７つの分担研究内 を
表２に す。分担研究 では、病院救急
⾞の活⽤促進において解決す き課題を
関係者間で協議し、新 に消防救急⾞以
外の代替搬送⼿段を活⽤したいと考える
地域の 考となるような課題解決に向け
た を した。会議における 体的な

内 は分担研究報告において し
解 した。分担研究２では、全国政
定 市消防本 を対象に ン ート調査
を⾏い、消防救急⾞による転院搬送の実

と病院救急⾞が活⽤できる環境に関す
る調査を⾏った。分担研究 では、全国
の地域医療⽀援病院及び救命救急センタ
ーに ン ート調査を⾏い、病院救急⾞
保有医療機関の える課題を 出し、解
決策について研究した。分担研究 で
は、MC 体制が であった病院救命⼠
に対し、全国に けて地域 MC 協議会
のなかに消防救命⼠以外の医療救護活
を検討する 員会を設置し、救急救命処
置実施における新たな MC 体制を構築し
た。分担研究 では、 内の病院を
対象に病院救急⾞運⽤に掛かる 体的な
病院負担について分析を⾏った。分担研
究 では、地域 括 システムの⼀環
として、病院救急⾞を 急病者の転院
搬送に活⽤している 内（ 、
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⼋ 市）の 進事 を 研究し、さ
らに 100 以上 の 市 病院におけ
る病院救急⾞の活⽤状況について、調査
研究した。分担研究７では、 から の
分担研究成果として、北九州地域を デ
ル地 として、病院救命⼠が搭乗する病
院救急⾞による患者搬送業務の 運⽤
を⾏った。本研究が⽬ す ールは、転
院搬送における消防救急⾞以外の代替搬
送⼿段として、病院救命⼠が搭乗する病
院救急⾞の活⽤を全国に 及さ る と
である。 
 

．結果 
以下、それ れの分担研究の結果の
を解 する。 
（分担研究１） 
転院搬送における病院救急車の積極的活
用に係る課題と解決策に関する研究 
 29 年中の消防救急⾞による転院搬送
件数が 3 4 件である現状におい
て、病院救急⾞を保有する病院による病
院救急⾞の活⽤促進は、重要施策として

置 けられてきた。本分担研究におい
ては、地域 括 システムにおける

者対策の⼀環として、消防救急⾞の代
替搬送⼿段として病院救急⾞の活⽤に関
する課題、中でも活⽤が進まない要因に
ついて関係者間で検討し、さらに政
定 市を デルとする病院救命⼠が搭乗
する病院救急⾞を活⽤する新しい患者搬
送システムについて協議した。 
全国的に病院⾞の活⽤が進まない要因の

⼀つが、病院救急⾞を運⽤する医療機関
にはメ トが な 、運⽤経費や ン

ーの負担が きい とである。また
現状では、搬送中の事故や患者急 の
トラ ルの責任が病院救急⾞を保有する
医療機関に 属する とも 題である。 

病院救急⾞の地域活⽤の 進事 とし
て、 ⼋ 市の 者救急医療体
制 域連 会 ⼋ 連 による患者搬送⽀
援システム ）があるが、地域で病院⾞を

⽤する場 、⾏政等の⽀援がな 、
病院の⾃ 的運⽤に期待する で活⽤を
促進してい とは である（ ２）。 
 病院救急⾞による⼀ 的な搬送 と
して、⾃院へ 診 は 院する患者搬送
（ え搬送）と⾃院から転院する患者搬
送（送り搬送）があるが、本研究では、
緊急度が低い、 は病状が 的安定し
た患者を搬送対象とし、搬送患者の病状
や緊急度が 分確 出 る、 から
に連 しているい つかの診療 とい
つかの 護施設を搬送 とする え搬送
を積 的に⾏う ととした（ ）。検討
会議では、 のような搬送 で 病院
が保有する病院救急⾞を運⽤する とに
ついて協議を進めた。地域医師会、病院
救急⾞を運⽤する病院⻑との検討会議を
２ （2018.10.9、2019.1.29）⾏い、病
院救急⾞を運⽤する病院側の負担と解決
策について検討した。また、地域 MC 協
議会に 属する MC 医師と消防職員との
協議を２ （2018.8.2、10.3）⾏い、病
院救命⼠、 間救命⼠の救急救命処置範
囲と 研 制度ついて協議した。 
 転院搬送における病院救急⾞の活⽤促

進においては、病院救急⾞を運⽤する医
療機関の負担をできる け軽減する と
が重要で、病院救急⾞を利⽤する患者搬
送業務への診療報酬上の加算、あるいは
⾃治体による必要経費等の⽀援が必要で
ある。 
 
（分担研究2） 
転院搬送に病院救急車を活用するための
課題の抽出と解決策の検討 
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 転院搬送における消防救急⾞の適正利
⽤が求められている。 ⾏研究「転院搬
送における病院救命⼠が搭乗する病院救
急⾞活⽤に関する調査研究」で報告して
いるが、 2 年中の 下消防救急⾞
による総搬送件数に める転院搬送件数
は 9.4％で、う 病程度軽 、医
師が同乗しなかった搬送 は 24 であっ
た。 のような事 は消防救急⾞に代わ
り、 ・研 をうけた病院救命⼠が搭
乗する病院救急⾞による搬送が 分可能
である。 
 本分担研究では、消防救急⾞による転
院搬送の実 調査から、転院搬送におけ
る病院救急⾞活⽤の課題と解決策及び

必要な施策を検討した。全国の政
定 市の消防本 に対して、転院搬送の
実 、消防機関と関係機関との協議経
について ン ート調査を実施した。	
また、 地 の救急医療機関
の救急担 医師に対して、病院救急⾞に
よる転院搬送の現状と課題、解決策につ
いて き り調査を⾏った。	
（１）政令指定都市消防本部に対するアン

ケート調査	

政令指定都市の20消防本部に対してア

ンケートを実施し、17消防本部から回答を

得た（回答率85％）。医師、看護師が同乗

しない転院搬送が約半数を占めた。この調

査結果から、消防救命士に代わり病院救命

士が搭乗して転院搬送できる事案が多い

ことが容易に想像できる。消防救命士によ

る転院搬送中の救急救命処置の内容も、血

圧測定（71.6％）や血中酸素飽和度測定（7

5.8％）、酸素吸入（75.8％）等が多く、特

定行為実施例は少なかった。分担研究４に

おいて消防救命士以外の行う救急救命処

置に特定行為を含めなかったことの根拠

となる結果である。回答した消防本部にお

ける転院搬送患者の傷病程度は、重症が	

14.8％、中等症が76.8％であった。この

結果は、先行研究「転院搬送における病院

救命士が搭乗する病院救急車活用に関す

る調査研究」で示したＨ27年中福岡県下搬

送事案と同じ傾向であった。全国の消防本

部において入力される転院搬送患者の傷

病程度の項目は、重症と中等症の２者選択

である。このことを考慮すると、消防救急

車による転院搬送が絶対適応となる事案

は約15％と思われる。病院救急車を始めと

する消防救急車以外の患者等搬送車を積

極的に活用できる環境整備（経費負担、事

故補償、運転手を含む人材確保、搭乗救命

士の処置内容の質の担保とＭＣ体制等）が

進めば、消防救急車による転院搬送事案の

多くは他の代替搬送手段でも搬送が可能

である。	

（２）転院搬送の現状と課題に関する救
急医療機関に対する き り調査	

地 の救命救急センター
（1）、救命救急センターかつ地域医療⽀
援病院（3）、地域医療⽀援病院（2）、
次救急医療機関（1）の ７施設の救急
担 者に対し、 医療機関による転院搬
送の現状と課題解決について意⾒ を
⾏った。病院救急⾞を保有していても実
運⽤していない として、① 材の確
保、②費⽤負担、③責任 題が挙げられ
た。 れは、分担研究 の「転院搬送に
おける病院救急⾞の積 的活⽤に係る課
題と解決策に関する研究」で挙がった負
担要因と同 であった。消防救急⾞への
同乗 は、重 患者については 同
乗しているが、病状の安定した患者には
同乗していない施設が と どであっ
た。その としては、救急に わる医
師が な 、救急⾞に同乗する とで新
たな救急患者を け れる とができな
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なる とであった。搬送業務への医
師、看護師の負担が、病院救急⾞活⽤が
進まない重要な要因となっていた。 

消防庁と厚⽣労働省の連名で出された、
転院搬送における消防救急⾞の適正利⽤
の推進に関する通知（消防救 34 、医政

0331 48 平成28年3⽉31 通知）から
２年以上が経 したが、転院搬送における
消防救急⾞の適正利⽤ イ ラインへの
対 には、いま 地域 がある。 

、病院救急⾞の活⽤を全国的に
及・促進さ るためには、 地域において
関係者間のさらなる協議が必要である。 
また、病院救急⾞活⽤の推進においては、
⾏政による制度の構築、経 的・ 的⽀
援は とも必要である。 
 
（分担研究３） 
病院に属する救急救命士（病院救命士）
の病院内業務及び患者搬送業務の実態に
ついて 
本分担研究の⽬的は、働き⽅改⾰の⼀環

として、消防機関に属さない救急救命⼠
の患者搬送業務や院内業務への活⽤が

医療機関の医師・看護師の負担軽減に
及 す 果に関する調査・研究である。 
 全国の救命救急センター及び地域医療
⽀援病院 88 施設を対象に、病院救命⼠
の院内業務及び患者等搬送業務の実 に
ついて ン ート調査を⾏った。2 0 施
設（ 44.2％）から を た。 

）病院救命⼠を ⽤している医療機関 
 医療機関のう 、 8 医療機関
（22. ％）が病院救命⼠を ⽤し、 ⽤

数は２名以下が 数であった。病院救
命⼠のおもな業務内 については、救急
外 ・救急病 など 療 ⾨での業務が

医療機関 4 .2 で も多 、本研究
の⽬的である病院救急⾞など搬送 ⾨で

の業務は 32 医療機関（2 .8％）であっ
た。病院救命⼠ ⽤ 8 施設のう 、患
者搬送業務において医師、看護師と⼀
に病院救急⾞に病院救命⼠が同乗してい
る施設が 3 施設（ 2％）ある⼀⽅で、
病院救命⼠が で搬送業務を⾏ってい
る施設は 1 施設（2 .8％）にとどまっ
た。た し、消防救急⾞以外の搬送⼿段
として、緊急度が低い病状の安定してい
る患者搬送を病院救命⼠の で⾏う と
については、49 施設（84.4％）が 成し
た。 
２）病院救命⼠を ⽤していない医療機
関 
救急救命⼠を ⽤していない 202 医療機
関のう 、1 3 医療機関（8 . ％）が
間外救急業務において、看護師が し
ていると した。多 の医療機関は、
救急外 業務、患者搬送業務の補助⽬的
で病院救命⼠を ⽤する とが、医師、
看護師の負担軽減になると考えていた。 
また、MC 協議会 は病院 MC 下で病院
救命⼠が院内で救急救命処置を実施する

とについて、1 9 医療機関（83. ％）
が 成した。 
 看護師 が なか、病院救命⼠の
活 の場は 確実に がって⾏ と
われる。本研究では、病院救命⼠の現場
及び搬送中の⾞内活 に対して、地域

協議会による 体制を確⽴した。 
は 地域において、病院救命⼠の救

急救命処置に対する ・検 システム
を確⽴してい とが重要である。 
 
（分担研究４） 
消防機関以外に属する救急救命士の患者
等搬送業務におけるメディカルコントロ
ール（MC）体制及び救急救命処置範囲
に関する研究 
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 本分担研究のテーマは、転院搬送等に
おける消防救急⾞の代替搬送⼿段とし
て、低緊急患者における病院救急⾞を含
む患者等搬送⾞の積極的活⽤である。低
緊急とはいえ、搬送中に⼀定程度の医学
的管理が必要となる場合がある患者であ
る以上、現場及び患者搬送中の⾞内活動
において、搬送患者の病状観察やバイタ
ルサインの測定、急変時に迅速な対応が
実施できるためには、医療従事者が搭乗
する患者搬送形態が望ましい。そこで、
転院搬送業務において、病院に属する医
師、看護師の代わりに、病院救命⼠が搭
乗し⼀定範囲の救急救命処置ができる体
制について検討した。 
現状においては、各地域で定められた

MC 体制下に患者搬送業務を⾏っている
のは消防救命⼠のみで、病院救命⼠や⺠
間事業所に属する救急救命⼠（以下、⺠
間救命⼠）が消防救急⾞以外の患者等搬
送⾞で患者搬送業務を⾏うための MC 体
制は整備されていない。また、いわゆる
病院 MC 体制では、病院救命⼠が実施で
きる救急救命処置範囲を各医療機関がそ
れぞれ独⾃に定めている上、患者急変時
のオンライン MC や事後検証、再研修体
制が整備されていないため、医療救護活
動の質が担保できていない問題があっ
た。そこで、MC 協議会に属する MC 医
師や法律家等を交えて協議を⾏い、地域
MC 協議会において、消防救命⼠以外の
救急救命⼠による患者搬送業務に対する
活動要綱、研修要綱を策定した。また、
地域 MC 協議会が認定する救急救命⼠
（以下、MC 協議会認定救命⼠）制度を
導⼊し、再研修制度、患者等搬送⾞両の
条件等を策定した。消防救急⾞の代替搬
送⼿段として、患者等搬送⾞に搭乗する
消防機関以外の救急救命⼠に対する新た

な MC 体制を確⽴した。 
 
（分担研究５）  
 病院救急車の積極的活用における病院
負担等に関する検討 
 病院救急⾞の活⽤が進まない要因とし
て、病院救急⾞を所有する病院側の負担
が挙げられる。搬送中の事故、搬送患者
急変時の責任の所在、医師、看護師の病
院救急⾞搭乗に伴う⼈件費、⾞両整備、
運⽤に掛かる経費等具体的な負担につい
て、福岡県内の病院に対してアンケート
調査を実施し、病院救急⾞による搬送業
務の採算性や負担軽減策について研究し
た。461 施設に調査を依頼し、171 施設
から回答を得た（回答率 37.1％）。 
病院救急⾞保有は 45 施設（26.3％）、⼀

般病院⾞のみの保有は 90 施設（52.1％）
であった。73.3％の施設で転院搬送時に
医師⼜は看護師が同乗しており、病院救
命⼠の同乗は 1.5％に過ぎなかった。 
搬送中の事故等の責任については、⾃院
と他院の間の搬送中の事故では、78.9％
の施設が病院⾞保有施設が責任を担うべ
きであると回答した。⼀⽅、病院⾞保有
施設と関係ない病院・施設間搬送中に発
⽣した事故責任は、病院⾞保有施設
20.5％、搬送元・搬送先施設 28.7％、⾏
政機関 43.3％と意⾒が分かれた。また、
多くの病院⾞保有施設が、病院⾞の整
備・保険等への年間経費を 10〜20 万と
⾒積もっていた。病院救急⾞を地域が共
有して運⽤するためには、保健福祉主管
部局等⾏政機関において、予算⾯を含め
何らかの⽀援が必要と思われた。 
 
（分担研究６） 
都市部における病院救急車の運用に係る
課題の整理と解決方略に係る指針の作成 

-6-



  

 と⼋ 市において、地
域 で病院救急⾞による患者搬送を⾏
っている医療機関を し、運⽤に る
経 、運⽤実 と課題について調査し
た。また、 100 以上の政 定
市の病院を対象に病院救急⾞運⽤の現状
と課題について ン ート調査を実施し
た。 
本分担研究においては、 で 進運
⽤されている病院救急⾞の地域活⽤を全
国の政 定 市 ルの 地域にお
いて 及さ るための課題と解決策に関
する調査が⽬的である。 
（ ） 進事 の ・分析 
 においては、
療法患者・ 者搬送⽀援事業（通
かつしか 医療 ート搬送 院シス
テム）は、 4 の 地域におい
て運⽤されている。かかりつけ医の
で搬送 から搬送 へ患者搬送を 、
病院救急⾞を 有する 2 医療機関が平

に患者搬送を担っている。課題は
利⽤が⾒ まれる 者施設からの搬送

の減 である。 ⼋ 市にお
いては、⼋ 療 救急搬送⽀援事
業の⼀環として、 の地域
において運⽤されている。消防救急⾞に
代わる搬送⼿段として活⽤件数が 加し
ており、2018 年実 は 00 件である。
両地域とも、重 度に て医師、看護
師が同乗し、救命救急⼠の による患者
搬送の適 は、病院救急⾞を運⽤する病
院に属する医師が していた。 
（２） 100 以上 市 運⽤の実  

100 以上の政 定 市の病院
に対して病院救急⾞活⽤の現状と課題に
ついて調査した。 ン ート対象 1229
施設のう 、 8 施設から を た
（ 4 .4％）。 施設の 2 .9％が

病院救急⾞を保有しており、運⽤ 間
は 3. ％が平 であった。運⽤

としては、⾃施設から⾃施設以外の転
院搬送が も多 （91. ％）、⾃施設以外
から⾃施設への搬送（ 9. ）、⾃施設以外
から⾃施設以外への搬送（ . ％）の で
あった。転院搬送における消防救急⾞の
適正利⽤の観点からは、低緊急患者の⾃
施設から⾃施設以外への搬送において病
院救急⾞を活⽤する とはも であ
るが、⾃施設以外から⾃施設への搬送、
と に連 する 護施設や診療 等の搬
送 に積 的に対 してい とが重
要である。 
 や⼋ 市の は全国
に 及するまでには っていない。地域

括 システムが進 中、患者搬送業
務において病院救急⾞を ⽤するために
は、病院救急⾞運⽤に掛かる 経費の負
担と 算・補助のあり⽅、病院救急⾞保
有施設と関係ない施設間搬送に う事故
等への保障のあり⽅など、国や地⽅⾃治
体が検討してい き課題は多い。 
 
（分担研究７） 
北九州地域における病院救命士が搭乗す
る病院救急車による患者搬送業務の試験
運用 
 北九州地域 MC 協議会が する地域
において、病院救命⼠を ⽤している
つの医療機関（い れも MC 協議会施
設）が 加し、病院救命⼠が搭乗する病
院救急⾞による患者搬送の 運⽤を⾏
った。 運⽤期間は平成 30 年 11 ⽉ 1

から平成 31 年 2 ⽉ 28 までの ⽉
間で、運⽤ 間 は平 とした。

運⽤に 加した病院救命⼠は、MC
協議会が定める 定の研 を し、
MC 協議会から 定された病院救命⼠ 14
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名である。す ての搬送事 において、
分担研究 の成果 である MC 協議会
⼀の搬送 、救急救命処置 を⽤
い、す ての搬送事 に対して、MC 協
議会医師による事 検 を⾏った。 
（ ）搬送患者の内  
 運⽤期間 4 ⽉間の搬送件数は 4
件である。す ての事 が病院救急⾞で

の場 へ えに⾏った転院搬送（ え
搬送）の事 であり、⾃院から 院等へ
の転院搬送（送り搬送）は まれていな
い。 患の内 は、内因 4 件、外因

1 件である。搬送患者の年 構成は
以上の 者が 4 件（ 1.8％）と

多 、 の搬送はわ か 件であ
った。運⽤ は、病院から病院への搬
送が 4 件で、う 30％が 診療
からの搬送 であった。施設から病院
への搬送は 10 件であった。搬送中の救
急救命処置は、 ルスオ シメーター

と 定など搬送患者の病状観 に
対して実施した処置が と どであっ
た。オンライン MC による ・助 を
必要とする救急救命処置実施事 は、低

に対する （10 分）の
の であった。 ターカーや消防

救急⾞要 が必要となる患者急 事 は
なかった。本研究⽬的の⼀つが、病院救
命⼠が で搭乗する患者搬送システム
の安全 の検 である。そのため、搬送
対象は 的病状が安定した低緊急患者
としていた。実際の運⽤で、搬送
の緊急度 に 題はなかった。  
病院からの に 、施設からの

が なかった要因として、搬送患者の緊
急度 を施設で⾏う事が しかった可
能 が された。 
 別 の ⾏研究で報告しているよう
に、北九州市内医療機関の病院救急⾞運

⽤実 の多 は、⾃院から の病院への
転院搬送であった。4 ⽉間の運⽤実
は 4 件であったが、病院救命⼠が搭乗
する病院救急⾞による患者搬送におい
て、 の病院や 診療 、あるいは施
設から⾃院への搬送事 を分析・ で
きた とは、本研究成果として有⽤であ
った。また、 運⽤を通して、分担研
究 の成果である、病院救命⼠の患者搬
送業務における新しい MC 体制の安全
と有⽤ が確 された。 
 

．考  
 会に った 本において、急
病で医療機関へ 診や搬送が必要となる

者は 加する。⼀⽅で、緊
急度や 病程度にかかわら 、 診、搬
送⼿段がないために消防救急⾞を利⽤

るを ない現状がある。現 、医療機
関への 診、搬送を必要とする場 のス
ト ーを した患者搬送⼿段と
しては、①消防救急⾞、②病院が保有す
る病院救急⾞、③ 間事業 が保有する
患者等搬送⾞がある。本研究の調査結果
として、消防救急⾞による転院搬送事
のなかには、医師、看護師の同乗を必要
としない、病状が安定した患者搬送が多
い とが った。消防救急⾞の適正利⽤
の観点から、地域医師会、地域 MC 協議
会及び 利⽤者が多い 護施設等が連

して、消防救急⾞以外の搬送⼿段を活
⽤してい とが重要である。本研究成
果として、消防機関以外の救急救命⼠に
対する新たな MC 体制を構築した。いま
まで であった「いわ る病院 MC 体
制」から、病院救命⼠の患者搬送業務に
おける救急救命処置範囲を地域 MC 協議
会が 体的に定めた意 は きい。    
また、オンライン MC 下で現場及び搬送
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⾞内活 が可能となり、⼀定程度医学的
が必要な低緊急患者の転院搬送にお

ける安全 が確保された。 、消防救
急⾞の代替搬送⼿段として、消防救命⼠
以外の救命⼠が搭乗する患者等搬送⾞の

を検討している地域に対して、運⽤
の⼀つを できたと考えている。 

 地域 括 システムにおいては、
れた地域内で医療や 護が けられ

る環境 が進 でいるが、急病 に利
⽤できる消防救急⾞以外の 診・搬送⼿
段の検討は進 でいない。 ⾏ な

者が消防救急⾞以外の 診⼿段を
確保する とは ではない。また、消
防救急⾞を どではない低緊急患者
が利⽤できる搬送⼿段が確保されている
地域は と どない。救急安 センター
事業（ 119）においても、緊急度が
い場 に 119 通報を するシステム
はあるが、低緊急 の ⼿段に関する

報 は 分である。救急⾞を
きかどうかの緊急度、 診・搬送 や
診・搬送⼿段について、地域かかりつ

け医にいつでも できる体制が 的
である。 は、 者等が考える地域
括 システムにおける緊急⾛⾏しない
緩やかな患者搬送システムの であ
る。 者が れた地域内で医療や

護が けられる 、急病 にもか
かりつけ医に し、消防救急⾞以外の
搬送⼿段が できる体制 りが必要な

期にきている。 
 
 

．結語 
 病院救急⾞を活⽤した、緊急⾛⾏しな
い患者搬送システムを研究し、緊急度が
低い、病状の安定した患者搬送業務にお
いて、消防機関以外の救急救命⼠が現場
及び搬送⾞内で⾏う救急救命処置に対す
る新たな MC 体制を確⽴した。本研究成
果として、病院救命⼠が搭乗する病院救
急⾞の積 的活⽤により、病院職員（医
師、看護師、病院救命⼠等）の労働負担
の平 、及び転院搬送における消防救
急⾞適正利⽤により、消防機関職員の労
働環境改善にも繋がると考えられる。 
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  ．病院救急⾞の活⽤促進に向けた研究⼿  
 
  表２．７つの分担研究の内  
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２．⼋ 市 者救急医療体制 域連 会 ⼋ 連  の患者搬送⽀援システム（ ） 
（出 正 病院救急⾞を利⽤した 者搬送⽀援システム 救急の シン ム 資 2013） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

．政 定 市における、病院救急⾞による患者搬送⽀援システム （研究 デル） 
（ ⾃院からの転院搬送（送り搬送）ではな 、 の場 からの搬送 れ（ え搬送）を積 的に 
⾏うシステムを 定している） 
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 ．地域 括 システムにおける、緊急⾛⾏しない緩やかな救急搬送システムの  
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